
第 87 回日本語教育小委員会(H30.7.23) 

 

 

難民等に対する日本語教育人材について指摘されている課題について（案） 

 

 

 

○ 難民として庇
ひ

護を求めて来日する者の中には，母国や避難国で初等教育を受けられな

かった者が一定数いることが報告されている。また，母国をやむなく離れることになっ

たショックや，迫害などの体験による極度のストレス状態など，精神的に不安定な状態

にある者もおり，日本語指導に当たっては学習履歴に関わらず特別な配慮を要する。 

 

○ 上記のことから，難民等に対する日本語教師には，他の活動分野とは異なる資質・能

力が求められることから，別の研修プログラムが必要とされる。 

 

○ 日本は，１９７０年代から中国帰国者や難民など，初等教育を受けることができなか

った子供から高齢者までの者を含む日本語学習者に対する定住支援策として，生涯学習

としての日本語教育を行ってきた。しかし，その教育を担ってきた日本語教師の資質・

能力や教育内容等の知見が十分に共有されていないとの指摘がある。 

 

○ インドシナ難民，条約難民，第三国定住難民等に対する日本語教育に携わる日本語教

育人材の研修は，公益社団法人国際日本語普及協会のほか一部支援団体等が担ってきて

おり，その一部は，地域における難民等を含む日本語学習支援に関わる関係者に共有が

図られてきた。現在，このような背景を持つ学習者は，全国各地に点在する状況となっ

ているが，各地で日本語教師に対する研修機会が確保されていない。 
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